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要旨
　今日の激しい環境変化の下で，持続的競争優位の獲得を目指し多くの日本企
業がイノベーションの実現に取り組んでいるものの，かつてのような成果を出
していないのが実情である．日本企業のイノベーション創出能力の低下と関連
して考えられるのが，組織学習の在り方である．
　実際，2008年から2011年まで４年間行われた日本の上場製造企業を対象にし
たアンケート調査の結果から，イノベーションと組織学習の双方に減少傾向が
みられた．そこで本研究では個票データを用いてイノベーションと組織学習の
相関関係を定量的に分析した．
　その結果，シュムペーターの非連続的なイノベーションとしての「プロダクト・
イノベーション」と「プロセス・イノベーション」には他の企業特性をコントロー
ルした上でも「創造的学習」が有意な相関要因であることが確認された．
キーワード
　プロダクト・イノベーション，プロセス・イノベーション，組織学習，創造
的学習
１　はじめに
　急速な情報技術の発達と多方面にわたるグローバル化の深化がもたらした不
連続的な環境変化の下で，イノベーションは今日の多くの日本企業にとって死
* 本稿を作成するにあたり，十川廣國慶応大学名誉教授を中心とする戦略経営研究グルー
プが実施したアンケートデータを利用している．貴重なデータを使用する機会を与えて
いただいたことを記して感謝したい.
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活問題となっている．イノベーションと関連して，経営学の分野では多様な方
面から議論が行われているが，その中でも最も注目を浴びているのが，組織レ
ベルにおける学習活動の問題である．
　電子産業を中心とした日本の多くの企業がグローバル・マーケットを席巻し
ていた頃，製造現場におけるカイゼン活動は，高品質の製品を支える基盤となっ
ていた．また，独創的なアイデアを具現化する活動は，高付加価値の製品を生
み出す原動力として多くの企業で奨励されていた．こうした活動の成果が企業
組織全体で長年積み重ねられることによって，日本の製造業は各企業特有のコ
ア・コンピタンスが構築でき，持続的な競争優位が確保できた．つまり，かつ
ての日本企業は，組織レベルにおける学習活動，いわば組織学習に長けていて，
高いイノベーション創出能力を駆使することで，熾烈なグローバル競争の場に
新たな旋風を巻き起こしていたのである．
　しかし，それが今日に至っては，イノベーション創出能力の低下が噂され，
日本企業のグローバル・マーケットにおけるシェア縮小の最大原因とも言われ
ている．いったい，日本の製造企業の現場に何が起きているのか．そして組織
レベルにおける学習活動とイノベーション創出との連結のメカニズムにどのよ
うな変化が生じているのであろうか．
　本稿はこのような問題意識のもと，日本の製造企業のイノベーションについ
て実証分析を行い，イノベーションの実現における学習活動の有効性を検証す
ることを主な目的とする．そのために，まず第２節では先行研究サーベイとし
て，イノベーションと組織学習との関係について議論を行う．またイノベーショ
ンに関する実証分析を中心とした先行研究についても概観する．そして第３節
においては，本稿で用いるデータの元となるアンケート調査について紹介し，
その一次集計の結果から近年の日本企業のイノベーションの現状について考察
を行う．第４節では前節までの議論を踏まえ，イノベーションの実現における
組織学習，とりわけ創造的学習の有効性について実証分析を試みる．そして最
終節では結論と今後の更なる課題についてふれることにする．
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２　先行研究のサーベイ
２－１　イノベーションと組織学習に関する議論
　日本語訳で「技術革新」と表記されることの多いイノベーションが，現在い
ろいろな分野で持続性を担保する唯一の手段として求められている．イノベー
ションという概念が，単なる技術の領域を超えて，経済，社会，政治，教育，
芸術などあらゆる分野で日常的に使われるようになった背景には，経済学者
シュムペーターの研究（Schumpeter, 1926）があるといってよい．シュムペー
ターは著書『経済発展の理論』において，イノベーションのことをいろいろな
物や力の新たな組み合わせ，いわゆる生産手段の新結合と定義したうえ，経済
発展のためには新結合の遂行が欠かせないと主張した．そして新結合の結果現
れる類型を次のように５つを提示した．
　①　新しい（品質の）財貨の生産
　②　新しい生産方法の導入
　③　新しい販路の開拓
　④　新しい供給源（原料・半製品）の獲得
　⑤　新しい組織の実現
　シュムペーターの研究によれば，イノベーションの概念が経営資源の組み合
わせと表現できるすべての領域や分野に及んでいるので，イノベーションの結
果得られる現象も上記のように幅広く想定できる．つまり，イノベーションの
概念は研究開発の活動から生まれる技術から，組織構造の変革に至るまであら
ゆる企業活動において幅広く捉えられるのである．
　さらに，イノベーションは既存の状態との連続性の度合いによって大きく２
つに分けられる．イノベーションが，従来の延長線上に現れる場合もあれば，
従来とは一線を画す形で現れる場合もある．前者が連続的もしくは漸進的（イ
ンクリメンタル）なイノベーションと呼ばれるものであり，後者が非連続的も
しくは急進的（ラディカル）なイノベーションと呼ばれるものである．日本企
業の製造現場で長期にわたって行われたカイゼン活動が前者に当たるとすれ
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ば，iPhoneのような画期的なモバイル機器の開発は後者の事例に当たるとい
えよう．
　企業が持続的な競争優位の構築を目指すうえで，両方のイノベーションに
巧みに取り組むべきであることはいうまでもない（Tushman and O’ReillyⅢ, 
1996）．ただし，極限の状態まで行き詰めたカイゼン活動の限界を露呈し始め
ている今日の日本企業にとっては，グローバル競争を勝ち抜くための優先事項
として非連続的なイノベーションの実現により力を注ぐべきであるといえよう．
　また，企業内部に蓄積されている経営資源の中，日本企業の数多くの成功物
語を作り出したのは技術の優位性に他ならない．今後もこうした技術の優位性
を活かしながら，如何に非連続的なイノベーションを成し遂げていくかが，今
日の日本企業に迫られた最大の課題であると考えられる．
　そこで，本稿では，製品技術や製造技術のような技術領域に焦点を当てると
同時に，シュムペーターの言う非連続的な新結合，いわば従来とは一線を画す
ようなイノベーションを対象にして，議論を進めていくこととする．
　一方で，イノベーションの重要性が高まるにつれ組織学習への関心もより
高まってきている．組織学習の定義をめぐっては，その概念の高い抽象性の
ために，いまだにいろいろなアプローチがなされているが，その内容や影響
の範囲をもって大きく２つの類型に分けるところには概ね同意が得られている
（Garvin, 2000）．
　例えば，Argyris and Schon（1978）では組織学習を「間違いを認識し，
修正するプロセス」と定義したうえで，「シングル・ループ学習（single-loop 
learning）」と「ダブル・ループ学習（double-loop learning）」に区別している．「シ
ングル・ループ学習」とは，既存の目標を達成するため行動のみに修正を加え
るプロセスであり，「ダブル・ループ学習」とは，行動の修正だけでなく既存の
目標にまで修正のフィード・バックが及ぶプロセスなのである．
　Argyris and Schon（1978）のこうした分け方に類似したものとして他に
も，March（1991）による活用の学習と探求の学習，Senge（1990）による適
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応的学習と生成的学習，Probst and Buchel（1997）による適応的学習と再構
築的学習，Crossan（1999）によるフィード・バックとフィード・フォワード，
Sanchez（2002）による漸進的学習と急進的学習などが挙げられる．上記いず
れの分類の方法においても，前者の学習は既存の知識体系や価値体系をより強
化する方向で行われるプロセスであり，後者の学習は既存の知識体系や価値体
系の枠を超えて行われるプロセスなのである．したがって，シュムペーターの
主張する非連続的なイノベーションを生み出すには，ダブル・ループ学習や，
探究の学習，生成的学習，再構築的学習，フィード・フォワード，急進的学習
のような学習の方がより求められると考えられる．本稿では，シングル・ルー
プ学習を「適応的学習」と，ダブル・ループ学習を「創造的学習」と呼び，技
術領域における非連続的なイノベーションと組織学習との関連性を，日本の製
造企業へのアンケート調査を通じて検証していくこととしたい．
２－２　イノベーションに関する実証研究
　ここではイノベーションに関する実証分析を中心とした先行研究について概
観する．イノベーション活動と企業組織に関してはさまざまな先行研究がある
が，例えばTeece（1996）ではイノベーション創出のインセンティブを向上さ
せるために部門間連携の促進や研究開発関連の人事評価等が重要な役割として
あげられている．
　Lerner and Wulf (2007) はイノベーションの代理変数として特許の引用件数
を用いて，中央集権的な組織的マネジメントを実施している企業がより効果的
にイノベーションを実現させていることを示している．また長岡ほか（2014）
では特許の引用件数を用いて発明に対するインセンティブを引き出すような組
織的制度設計が有効であるという結果を導いている１．
　イノベーション活動とその成果を測定することはかなり困難であるが，特許
データを用いた分析以外にも日本企業を対象にイノベーションが実現したかど
うかの調査データを用いた多くの分析が行われている２．
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　例えば西川・大橋（2010）では『第２回全国イノベーション調査（2009年度）』
とOECD（2009）を用いた国際比較を行っており，日本のイノベーションに関
する実態を明らかにしている．その結果としては，日本のイノベーション実現
の割合は先進諸外国と比較すると平均よりも低い水準であり，R&D活動の実
施や公的助成の受入状況も諸外国より低く，それらが正の相関を有しているこ
とが明らかにされている．
　また権・深尾・金（2008）は『企業活動基本調査』と『第１回全国イノベー
ション調査（2003年度）』の個票データを用いて，どのような要因がプロセス・
イノベーションとプロダクト・イノベーションの実現確率に対して影響を与え
るのか分析している．そこでは企業規模が大きいほど，イノベーション保護の
ための制度的・戦略的手段（特許等）の経験があるほどプロダクト・イノベーショ
ンの実現確率が高まることが示されている．一方でプロセス・イノベーション
のみを対象とした場合には企業規模は有意にはならないなど，プロダクト・イ
ノベーションとプロセス・イノベーションとでは異なる要因が存在しているこ
とを示す結果となっている．
　R&D活動における組織・人事マネジメントとイノベーションとの関係につ
いては羽田・伊藤（2016）がある．そこではイノベーションに対するR&D活
動における組織・人事マネジメントの影響を分析しており，部門間連携，成果
型人事評価，R&D部門の新設・移転・統合がイノベーション実現確率を高め
るなどその重要性を指摘している．
　これらの先行研究の分析結果をまとめれば，イノベーションの促進・実現に
対してR&D費やその活動への取り組み，企業規模，イノベーション関連政策，
１ 日本の特許データベースを用いた実証分析としては，山田（2009）が詳しい．
２ イノベーション活動を測定・分析するための国際標準的なガイドラインとしてオスロ・
マニュアル (OECD, 2005) がある．これに準拠して欧州を中心にCommunity Innova-
tion Survey，中国では「工業企業イノベーション調査」，米国ではBusiness R&D and 
Innovation Surveyなどの調査が実施されている．日本でもオスロ・マニュアルに準拠
した『全国イノベーション調査』を2002年度から2015年度までに計４回実施されている．
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組織・人事マネジメントが重要な役割を果たしていることは明白である．ただ
しイノベーションに対して重要な役割をはたす要因のひとつであると本稿が注
目する創造的学習などの組織学習の面については，実証的な分析を行ったもの
はこれまでほとんどない３．そこで次節以降では，十川ほか（2009）とその一
連の研究によって実施された『経営革新のプロセスとマネジメント要因』アン
ケート調査を用いて，イノベーションと「創造的学習」をはじめとする組織的
資本の特性との関連性について定量的な分析を行って考察していくことにする． 
３　日本の製造業企業のイノベーションに関するアンケート調査
３－１　アンケート調査の概要
　本稿で用いられるデータは，十川廣國慶応大学名誉教授を中心とする戦略経
営研究グループが2008年から2011年まで４年間にわたり『経営革新のプロセス
とマネジメント要因』というタイトルで実施したアンケート調査から得られた
ものである．アンケート調査は，いずれも日本の上場企業のうち製造業を対象
に郵送方式で実施された．なお，各設問については一部の項目を除き１から６
までの６段階のスケールで選択するように設定されている．各年度のアンケー
ト調査の概要は表１の通りである４．
３－２　アンケート調査の主要項目の単純集計結果
　本稿における非連続的なイノベーションをあらわす項目として設計されたの
が，「過去３年間に，従来とは一線を画した製品技術の開発がどの程度なされま
したか」と「過去３年間に，従来の生産工程を大幅に変更するような製造技術
の開発がどの程度なされましたか」という設問項目である．本稿では，前者を
３ とくに日本企業を対象としたものでは，筆者が知る限り十川ほか（2009）とその一連
の研究を除けばほとんど存在しない．
４ 各アンケート調査の詳細な内容については，十川ほか（2009），十川ほか（2010），十
川ほか（2011），十川ほか（2012）を参照．
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【プロダクト・イノベーション】と後者を【プロセス・イノベーション】と称
することとする．【プロダクト・イノベーション】と【プロセス・イノベーショ
ン】の４年間の一次集計の結果をまとめて表したのが，図１と図２である．
　「過去３年間に，従来とは一線を画した製品技術の開発がどの程度なされま
したか」に関して，スコア１の「ほとんど開発されなかった」からスコア６の「数
多く開発された」までの６段階で聞いたところ，積極的な値である５または６
と回答した企業は，2008年の10.9％から2011年の8.4％までやや減少している
（図１参照）．同様に，「過去３年間に，従来の生産工程を大幅に変更するような
製造技術の開発がどの程度なされましたか」という点について，「ほとんど開発
されなかった」から「数多く開発された」までの６段階で聞いたところ，積極
的な値である５または６と回答した企業は，2008年の15.6％から2011年の5.7％
まで大幅に減少した（図２参照）．つまり，本稿で言うプロダクト・イノベーショ
ンとプロセス・イノベーションを数多く実現していると回答した企業がここ数
年で減少傾向にあることを示唆している．
　続いて，本稿における創造的学習の概念をあらわすものとして設計されたの
が，「業務遂行に際して，問題解決の新たな視点や発想がどの程度生み出されて
いますか」という設問項目である．図３は，こうした【創造的学習】の４年間
の趨勢を表したものである．
　「業務遂行に際して，問題解決の新たな視点や発想がどの程度生み出されて
いますか」という設問について，スコア１の「ほとんど生み出されていない」
表１　『経営革新のプロセスとマネジメント要因』アンケート調査の概要
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からスコア６の「十分に生み出されている」までの６段階で聞いたところ，積
極的な値である５または６と回答した企業は，2008年の32.5％から2011年の
23.6％と減少傾向にある．つまり，ここ数年，日本の製造業においては創造的
学習がうまく機能していない可能性がある．
　もし創造的学習がイノベーションに対して重要な役割を果たしているなら
図１　プロダクト・イノベーションの４年間の一次集計
 
図２　プロセス・イノベーションの４年間の一次集計
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ば，このような創造的学習への取り組みに対する消極性がイノベーションの低
下をもたらす要因となっているのかもしれない．そこでこの点についてより深
く考察するために，次節ではアンケート調査の他の関連項目も用いて，上記の
両イノベーションの実現における創造的学習の関連性について定量的に検証す
ることにする．
４．イノベーションと創造的学習の実証分析
４－１　データと分析方法
　推計に使用したデータは第３節で説明した『経営革新のプロセスとマネジ
メント要因』アンケート調査であり，日本の上場製造業を対象としたもので
ある．推計期間は2008年から2011年までの４年間を対象にしており，それぞれ
の企業における各年の有価証券報告書の財務データをマッチングさせている．
　推計に用いた主要な変数の記述統計量を示したものが表２である．サンプル
数は企業数×年で392， 企業数としては256社である５． 平均従業員数は20992
人，企業年齢は73.6年となっている．また，平均売上高利益率は1.5%，研究開
発費比率は平均2.8%である．
図３　創造的学習の４年間の一次集計
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　我々のデータに関する注意点としては，上場企業を対象としたアンケート
ベースのデータであることから，対象が大企業に限定されているということで
ある．表３は従業者数規模別企業数をまとめたものであるが，全企業数の半数
近くが従業員数1000人以上の企業が占めており，さらに１万人以上の企業をみ
てもその割合は24％となっている．つまり，対象データは大企業に限定された
ものであることについて十分留意しておく必要がある６．さらにその業種構成
もアンケート回収率等の制約もあり，実際の産業構成とは異なっていることに
も注意が必要である７．
表２　記述統計量
 
表３　従業員規模別企業数
 
５ データがすべてそろっている企業を対象に，従業員数，売上高利益率，研究開発費比
率において外れ値（4σの外）を取り除くスクリーニングを行い，その結果３つの企業
の計４サンプルが取り除かれた．
６ 例えば『第３回全国イノベーション調査』の対象企業は常用雇用者数10人以上であり，
250人未満の中小規模の企業が７割以上を占めている．
７ サンプル数が少ないことから，本稿では日本標準産業分類ではなくそれに準じた証券
コード協議会における業種区分を用いている．我々のサンプルにおいては電気機器産業，
輸送用機器産業，機械産業，化学産業が相対的に多く含まれている．
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　次に推計方法について説明する．我々の関心はイノベーションに対して創造
的学習への取り組みなど組織資本特性がどのような関連性を有しているかにつ
いて分析することである．よって以下では，プロダクト・イノベーションまた
はプロセス・イノベーションを被説明変数とし，企業特性をコントロールした
うえで創造的学習などの組織資本を説明変数としてその関連性を前述のアン
ケートデータを利用して実証的に分析する．
　我々のデータにおいてはイノベーション発生の活発度について，６段階のス
ケールでその順序付けが可能なように回答されている．そこで本稿においては
被説明変数をプロダクト・イノベーションまたはプロセス・イノベーションと
した順序選択モデルを中心に推計する８．
　以下では順序選択モデルとして，被説明変数　　　　　　　　　が次のよう
な連続潜在変数　　に対応していると仮定する９．
　ここで　　は説明変数ベクトル，β は係数ベクトル，　　は誤差項である．
被説明変数　　と潜在変数　　は次のような関係を仮定する．
ここで　　　　　　　　　　である．よって各選択肢が選択される確率は以下
の通りとなる．
８ ここで用いるデータは正確にはパネルデータであるが，サンプルにおける各企業の平
均観測年数は1.5年程度となっている．よって本稿においてはクロスセクションデータの
性質が強いと判断して通常の順序選択モデルを中心に議論している．ただし，後述する
ように頑健性を考慮してパネル分析のランダム効果順序ロジット推計も行っている．
９ ここでの順序選択モデルの記述はCameron and Trivedi (2005), Ch15を参考にしている．
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　　　　は誤差項の累積密度関数であり，ここではロジスティック分布を仮定
する10．そして（2）式から定義される順序選択確率関数を最尤法推定する．
　具体的な変数としては，まず前述したように被説明変数についてはアンケー
ト項目よりプロダクト・イノベーションまたはプロセス・イノベーションを用
い，それぞれ１から６までの値をとる．
　説明変数ベクトルにおいては，まず企業特性をコントロールするために，企
業規模の代理変数として従業員数（対数値），創業年からの企業年数，売上高
収益率，研究開発費率11を用いる12．また売上高収益率には税引き後当期利益
を用いている13． 
　そして組織要因の代理変数として，アンケート項目より「創造的学習」と「適
応的学習」，「外部環境要因の多さ」，「外部環境要因の変化」，「トップの企業家精
神が旺盛かどうかのダミー変数」，「トップ指示が大枠のみダミー変数」，「将来ビ
ジョンへの共感度」，「組織の柔軟性」，「インフォーマルコミュニケーションの活
用」，「失敗に対する評価姿勢」，「人事評価結果の透明性」の項目を用いている．
ダミー変数を除いたこれらすべてのアンケート項目に基づく説明変数は被説明
変数であるイノベーション変数と同様に１から６までの序数的値をとる．また
すべての推計においては，産業特性をコントロールするために産業ダミー変数，
年ダミー変数を含めている．
10 実際の推計においては順序プロビット推計も行ったが，定性的には大きな違いはなかった．
11 売上高収益率，研究開発費率については実質化した値を用いている．実質化においては，
RIETI（2015）『JIP2015データベース』より作成した産業別デフレータ，文部科学省（2016）
『科学技術要覧　平成28年版』より研究開発費デフレータを用いた．
12 各アンケートが実施されたのは年度中なので，分析においてこれらの変数は一期前 (t -1）
の値を用いている．ただしこれらの変数は安定した値をとっており，当期 (t) の変数を
用いても推計結果には大きな影響はみられなかった．
13 総資産収益率やROAを用いた場合についても推計したが，結果には大きな差はみられ
なかった．よってここでは税引き後当期利益のみについて扱うことにする．
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４－２　推計結果
　ここでは被説明変数をプロダクト・イノベーションまたはプロセス・イノ
ベーションとして，（1）式をもとに順序ロジット推計した結果について述べる．
以下では，それぞれ参考としてのプーリング推計（OLS），順序ロジット推計
（Ordered Logit），ランダム効果順序ロジット推計（Random-effects Ordered 
Logit）の３種類の推計方法による結果を表示している．
表４　推計結果：プロダクト・イノベーション
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　まずプロダクト・イノベーションに関する推計結果を示したものが表４であ
る．いずれの推計結果においても１%または５%水準で創造的学習はイノベー
ションの活発度に対して正の相関があることを示している14．つまり，創造的
学習への取り組みが積極的な企業ほどプロダクト・イノベーションの活発度が
高いと回答する確率が高くなる．
　一方，適応的学習についての係数は有意ではなく，同じ組織学習でもそのタイ
プによってプロダクト・イノベーションとの関連性は異なっていることが示さ
れている．被説明変数のプロダクト・イノベーションは１から６の順序データ
なので，以下では主に順序ロジットの推計結果についてより詳細にみてみる15．
　まず財務データを中心とした企業特性についてみると，従業員数が多い企業
ほどプロダクト・イノベーションが活発であると回答する確率が高くなる関係
がみられる．イノベーションに関する先行研究においても企業規模は重要な要
因であることが指摘されており，大企業を対象にしたうえでも規模の経済がプ
ロダクト・イノベーションにおいて重要であることを示唆している．また，売
上高に対するR&D費の比率の係数も１%水準で有意となっており，研究開発
費比率とプロダクト・イノベーションの間に強い正の相関があることを示して
いる．一方，企業年数や売上高収益率については有意ではなかった．
　アンケート項目から構成された組織資本的要因についてみると，前述したよ
うに「創造的学習」が５%水準で有意となっている．また10%水準ではあるが「失
敗に対する評価」の係数も生の値で有意となっている．これは失敗に対して前
向きな評価を企業がすることで，プロダクト・イノベーションを促進させるよ
うな組織を構成できる可能性を示唆している．
14 本来ならば創造的学習とイノベーションの間における因果関係を分析するべきである
が，データの制約から内生性を排除することができず単純な相関関係をみるだけにとど
まっている．これについては今後の課題である．
15 表４のプロダクト・イノベーションにおける推計では，パネル分析としてランダム効
果がないという帰無仮説は棄却されなかった（LR testの値を参照）．
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　図４はプロダクト・イノベーションに関する問の選択肢１～６のうち選択肢
１，選択肢３，選択肢５がそれぞれ選択される確率の（2）式にもとづいた推
定値を，創造的学習の各選択肢（１～６）を変数として二次近似したグラフで
ある16．これをみると，創造的学習がより活発になるにつれて選択肢１の選択
確率は減少，選択肢３の選択確率は増加した後減少，選択肢５の選択確率は増
加していくことが確認できる．
図４　創造的学習とプロダクト・イノベーション項目選択確率
 
　次にプロセス・イノベーションについて分析した結果が表５である．被説明
変数をプロダクト・イノベーションからプロセス・イノベーションに変更した
以外は他の説明変数はすべて同じものを用いている．ただしプロセス・イノベー
ションの場合にはパネルデータとしてのランダム効果がないという帰無仮説が
棄却されたので，以下ではランダム効果順序ロジットの推計結果について取り
上げる．
16 アンケートにおいて，プロダクト・イノベーションの選択肢として６を選択した企業
がごく少数のためその選択確率自体が非常に小さな値となってしまう．よってここでは
選択肢のうち５の選択確率を表示している．
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表５　推計結果：プロセス・イノベーション
 
　表５においても，プロダクト・イノベーションと同様に従業員数で計った企業
規模はプロセス・イノベーションに対して正の相関を持っていることが示されて
いる．一方，研究開発費比率についてはプロセス・イノベーションの場合には有
意水準は10%となっており，その相関関係はやや弱い可能性を示している．企業
年数と売上高収益率については表４と同様にどちらも統計的に有意ではない．
　そして「創造的学習」についてはプロダクト・イノベーションと同様に１%
千葉経済論叢　第56号
－50－
有意水準で正の相関を示している．プロダクト・イノベーションとプロセス・
イノベーションではその性質は異なると考えられるが，どちらのタイプのイノ
ベーションにおいても組織学習として創造的学習が重要な要因となっている可
能性が高いと考えられる．
　図５は図４と同様にプロセス・イノベーションの選択確率の推定値を，創造
的学習の各選択肢（１～６）を変数として二次近似したグラフである17．プロ
ダクト・イノベーションのときと同様に，創造的学習がより活発であると回答
した企業ほどプロセス・イノベーションも活発であると選択する確率が高まる
ことが示されている．
　また，プロダクト・イノベーションの場合とは異なり，「インフォーマルコミュ
ニケーション」の係数が統計的に正の値で有意となっている．つまり，組織内
において非公式的なコミュニケーションが多く行われているほどプロセス・イ
ノベーションも活発に生じている可能性がある．日本企業の生産工程において
はさまざまな次元での摺り合わせ等の重要性が高いと考えられるが，そのよう
な場合に硬直的ではないインフォーマルな形式でのコミュニケーションが重要
な役割を果たしているのかもしれない．一方，「失敗に対する評価」については
プロセス・イノベーションの場合には有意ではなかった．
　以上の推計結果をまとめれば，従来から指摘されてきた企業規模や研究開発
費などの要因以外に，どちらのタイプのイノベーションにおいても組織的資本
としての創造的学習への取り組みが重要な要因となっている可能性が高いこと
を示す結果となった．また，プロダクト・イノベーションにおいては失敗に対
する評価という人事評価的側面，プロセス・イノベーションにおいてはイン
フォーマルコミュニケーションが関連している結果となっており，それぞれの
イノベーションで異なる要因が存在していることも示唆された．
17 こちらについてもプロセス・イノベーションにおいて選択肢６を選択した企業がごく
少数のため，選択肢５の選択確率を表示している．
イノベーションにおける組織学習の有効性に関する実証分析　周　黒川
－51－
５　むすびに代えて
　イノベーションの実現において，これまでもさまざまな要因について多くの
考察がなされてきた．本稿においては企業レベルのアンケート調査による個票
データを用いて，とくに非連続的なイノベーションと組織学習の関連に注目し
て実証分析を行った．
　非連続的なイノベーションをプロダクト・イノベーションとプロセス・イノ
ベーションの二つに分け，企業規模や研究開発費比率等の企業特性に加えて創
造的学習などの組織資本要因がどのような関係を有しているのかについて順序
ロジットモデルを用いて推計を行った．
　その結果，他の変数をコントロールした上でも組織学習のうち創造的学習の
度合いが強い企業ほどどちらのタイプのイノベーションも活発であるという相
関関係が有意に確認された．規模が大きいほど，また研究開発費比率が高いほ
どイノベーションは活発であることはこれまでの先行研究が示唆しているとこ
ろであるが，それに加えて組織学習のスタイルも重要な役割を果たす可能性が
あることが確認された．
図５　創造的学習とプロセス・イノベーション項目選択確率
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　もちろん本稿における分析とその結果については残された課題もある．まず
本稿で用いたデータの制約から，イノベーションと組織学習の間にある因果関
係ではなく相関関係のみを対象とせざるをえなかったことである．多くの企業
特性は安定的なものであるが，イノベーションにおける正しい因果関係を分析
するためにはさらなるデータと分析の工夫が必要である．また，本稿の対象は
大企業に限定されておりこの点についてもより一般的な企業を含めた分析が必
要であろう．さらに長期の関係に注目し，組織学習とイノベーション，さらに
その成果などの関係を明確にすることも重要なテーマとなる．これらについて
は今後の課題としたい．
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